
款名称 部局名 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円）

事業概要（目的） 政策体系名称

衛生費 健康福祉
部 人権問題研究費 人権問題研究費 948 948

人権問題に対する正しい理解と認識を深めるため、研修
及び啓発を行う。
・健康福祉部職員人権問題研修会
・社会福祉施設等職員人権研修会
・一般病院等職員人権研修会 など

人権尊重社会の実
現

衛生費 健康福祉
部 食品表示指導事業費 ＪＡＳ表示適正化指導事業費 3,417 3,417

食品の偽装表示や小規模販売業者における表示事項の欠
落等が多発しているなか、食品の不適正表示を減少させる
ため、小規模販売業者への監視を強化するとともに、食品
表示ウォッチャーなど消費者の協力を得た監視指導及び調
査体制の確立を図り、食品表示の適正化を推進します。

安全で安心な農産
物の安定的な提供

衛生費 健康福祉
部 メディカルバレー推進事業費 メディカルバレー産学官民連携事業

費 14,330 14,330

医療・健康・福祉産業の創出と集積を目的に、医療・健
康・福祉産業振興計画（メディカルバレー構想）に基づ
き、産学官民連携や人材確保・育成などの事業を県内産学
官民組織と協働して行っていきます。

自律的産業集積の
推進

衛生費 健康福祉
部 メディカルバレー推進事業費 メディカルバレー研究開発支援事業

費 29,389 29,389

産学官民が連携しながら、それぞれが自立的な取組を展
開するパートナーシップを維持し、そこから次々にイノ
ベーションが生み出され、医療・健康・福祉産業が活性化
している姿をめざすため、福祉ビジネス販路開拓支援、バ
イオ産業の創出、共同研究支援、人材の育成、治験ネット
の活用等の事業を支援します。

自律的産業集積の
推進

衛生費 健康福祉
部 メディカルバレー雇用対策事業費 メディカルバレー緊急雇用創出事業

費 9,076 0

メディカルバレーの評価を行うためのアンケート調査の発
送、結果集計等の事務処理を行う。また、メディカルバ
レーのネットワークを県民まで広げるため、美し国おこ
し・三重で発掘した医食同源や健康づくりをテーマに掲げ
る住民グループと連携し、医療関係者も加わったネット
ワークを構築します。予防医学に関連したビジネスモデル
化や、県民向けのフォーラムを開催し、県内の医療・健
康・福祉産業の活性化や県民の健康増進を進めます。

自律的産業集積の
推進

衛生費 健康福祉
部 メディカルバレー雇用対策事業費 メディカルバレーふるさと雇用再生

事業費 26,137 0

医療、福祉、健康産業における事業拡大、新規事業への取
組に対し支援することで、県内関連産業の振興を図るとと
もに、新たな雇用創出を促進する。
事業構成 ・治験啓発・活性化事業  ・統合医療推進事業
・健康ツーリズム企画開発事業 ・三重伝統ブランド商品開
発事業   ・医療機器等開発促進拠点化事業

自律的産業集積の
推進

衛生費 健康福祉
部

激甚災害時医薬品等備蓄・供給及
び毒物劇物総合対策費

激甚災害時医薬品等備蓄・供給体制
整備費 5,051 5,051 災害用医薬品の備蓄・供給体制を確保し、災害直後から

の医薬品等の供給が速やかに行われるようにする。 防災対策の推進

衛生費 健康福祉
部

激甚災害時医薬品等備蓄・供給及
び毒物劇物総合対策費 激甚災害時毒物劇物総合対策費 4,283 4,283

毒物劇物使用・保有施設等の調査、指導等を実施すとと
もに、情報のデータベース化を図ることにより、激甚災害
時における毒物劇物の保健衛生上の危害防止を図る。

防災対策の推進

衛生費 健康福祉
部 狂犬病予防費 狂犬病予防法等施行事務費 3,892 2,492

(1)  野犬の捕獲、抑留並びに飼い犬の引き取りを行い狂犬
病予防と犬による危害発生の防止を図る。
(2)  動物の愛護及び管理に関する条例の施行により飼い犬
の適正飼養の啓発事業を実施。

食の安全とくらし
の衛生の確保



款名称 部局名 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円）

事業概要（目的） 政策体系名称

衛生費 健康福祉
部 動物愛護管理費 動物愛護管理推進事業費 2,819 144

「動物の愛護及び管理に関する法律」及び「三重県動物の
愛護及び管理に関する条例」に基づき、動物取扱業者の登
録、特定動物による県民への危害発生の防止及び犬猫の引
取りを行う。また、「三重県動物愛護管理推進計画」に基
づき、動物愛護精神の高揚や適正飼養の普及啓発、地域で
の動物愛護活動支援について、市町や獣医師会、動物関係
団体等の協力のもと、小中学生を対象にした動物愛護の
絵・ポスター募集や一般の飼い主等に対する講習会などを
実施する。

食の安全とくらし
の衛生の確保

衛生費 健康福祉
部 小動物管理費 小動物管理費 102,456 102,456

1)狂犬病予防技術員を保健所に配属し、狂犬病予防法、動
物の愛護及び管理に関する法律に基づく野犬等の捕獲、抑
留及び小動物（犬、猫）の引取りを行う。 2)捕獲、抑留及
び引き取った小動物を回収し、処分する。3)動物愛護に関
する事業を実施する

食の安全とくらし
の衛生の確保

衛生費 健康福祉
部 衛生試験研究管理費 健康危機管理科学的対策費 905 905

複雑化する社会情勢に伴い、「食の安全」をはじめ、
人々の生命や健康にかかる課題は益々高度化、複雑化して
います。こうした課題に対応するためにはより高度な科学
的根拠に基づいた的確な施策の展開が必要となっていま
す。このような健康危機管理施策に対応するため、分析技
術力の維持、向上を図るとともに、国の保健衛生行政の動
向等を把握することで、科学的裏付けに基づいた的確な情
報を提供し、県民の健康不安払拭に寄与します。
各種技術研修への参加及びＩＳＯ９００１品質マネージメ
ントシステムの運用と継続的改善並びに厚生労働科学研
究、文部科学研究事業への参画、その他関連研修会へ参加
し、技術力の確保と技術情報の収集を行います。

食の安全とくらし
の衛生の確保

衛生費 健康福祉
部 衛生試験研究管理費 保健環境研究所研修指導費 86 86

多様化・高度化する科学技術に対応するため地域保健機
関、市町村職員等に対し分析及び検査技術の研修を行い、
県内の関連機関へ技術移転することによって県民生活の安
全性の確保を図る。

食の安全とくらし
の衛生の確保

衛生費 健康福祉
部

食の安全とくらしの衛生確保研究
推進費 一般依頼検査費 558 0

民間の検査機関では実施できない試験検査について、医
療機関、事業者等からの依頼により、微生物又は理化学的
な試験検査を行うことにより安全な県民生活の確保に資す
る。

食の安全とくらし
の衛生の確保

衛生費 健康福祉
部

食の安全とくらしの衛生確保研究
推進費 放射能測定調査費 3,726 0

文部科学省の委託による環境放射能水準調査を行うこと
により、原子力の平和利用の推進及び放射能障害の防止に
役立てる。

食の安全とくらし
の衛生の確保

衛生費 健康福祉
部

食の安全とくらしの衛生確保研究
推進費

温泉のリスク管理を目的とした地下
流体モデル研究費 1,122 1,122

三重県内の飲用地下水や温泉水中に含有する医学的に課題
を持つ成分、温泉に付随して湧出するガス成分等につい
て、特に県内でそれらのリスクの高い地域を選定し、地下
挙動モデルの構築と地下濃度推定指標の作成を行うこと
で、県の安全指導、衛生指導をより的確に実施できるよう
にするとともに、温泉・地下水資源の保護に役立てる。

食の安全とくらし
の衛生の確保



款名称 部局名 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円）

事業概要（目的） 政策体系名称

衛生費 健康福祉
部

食の安全とくらしの衛生確保研究
推進費

いわゆる健康食品中の健康危害成分
の試験法開発費 243 243

多種の健康食品がインターネットやドラッグストアなどで
手軽に購入できるようになり、無承認の医薬品成分やその
類似化合物が配合されている製品（無承認・無許可医薬
品）による健康被害が発生している。このため、本研究で
は健康危害成分の試験法を確立することで、緊急事態にお
ける迅速な対応及び、平時における行政検査への適用を可
能とすることを目的とする。

食の安全とくらし
の衛生の確保

衛生費 健康福祉
部

食の安全とくらしの衛生確保研究
推進費

健康危機発生時における化学物質迅
速検査マニュアル策定検討調査 812 812

①化学物質迅速検査マニュアルを策定し、健康危機発生時
において、膨大な数の化学物質の中から原因物質を特定
し、迅速かつ精確な検査結果を提供することを可能とす
る。②検査可能項目、およその検査時間を明確にすること
により、関係機関のニーズに応えることを可能とする。
③保健所等への研修指導を通じ、情報の提供・共有を行う
ことで行政対応への迅速化を図る。
●実施機関、全体計画、年次計画
①健康被害の原因物資の情報収集・検査対象項目の選定
②原因物質を特定する検査法の情報収集・検査法の改良・
開発
③検査法確立後の検査マニュアルの策定

食の安全とくらし
の衛生の確保

衛生費 健康福祉
部 食の安全食品衛生監視指導事業 食の安全総合監視指導事業費 20,473 -40,085

県内の食品関係事業者に対する監視指導の実施、食品等
製造事業者に対するＨＡＣＣＰ手法に基づく衛生管理シス
テムの普及及び事業者による自主管理体制の確立、食中毒
警報等の情報の発信、リスクコミュニケーションの実施な
ど食の安全・安心のための総合的な取組を実施します。

食の安全とくらし
の衛生の確保

衛生費 健康福祉
部 食の安全食肉衛生事業 食の安全食肉衛生事業費 50,582 1,868

消費者へ安全な食肉（食鳥肉含む）を提供するため、生産
段階における生産履歴情報等の自主管理データを活用した
食肉の検査を効果的に実施します。また食肉処理業者の徹
底した自主衛生管理（ＨＡＣＣＰ手法の考え方の導入）を
推進すると共に、食肉加工・販売業者の情報を生産者、と
畜及び食鳥処理段階へフィードバックすることにより、高
品質で安全な食肉の供給体制を確立します。

食の安全とくらし
の衛生の確保

衛生費 健康福祉
部 食の安全食品検査事業 食の安全食品検査事業費 50,666 45,171

消費者に安全な食品を供給するため、県内で生産または
流通する食品について残留農薬、残留動物用医薬品、遺伝
子組換え食品、アレルギー物質等の検査を行うとともに、
検査の信頼性（ＧＬＰ）を担保し、食の安全・安心確保に
取り組みます。

食の安全とくらし
の衛生の確保

衛生費 健康福祉
部 食品衛生専門監視費 食品衛生専門監視費 1,194 1,194

危害分析重要管理点方式（ＨＡＣＣＰ）に基づいた高度
で専門的な監視指導を実施することにより飲食に起因する
衛生上の危害発生を防止し、県民の健康保護に努める。
１監視指導 ＨＡＣＣＰ承認施設及び特定大規模食品製造
施設の監視指導を行う。
２ 食中毒対策   食中毒発生時にかかる危害拡大及び再発
防止の適正な対応を行う。
３ 不良・違反食品対策  不良・違反食品の製造・流通防止
の適正な対応を行う。

食の安全とくらし
の衛生の確保



款名称 部局名 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円）

事業概要（目的） 政策体系名称

衛生費 健康福祉
部 食品関係免許事務費 食品関係免許事務費 2,549 -8,879

調理師及び製菓衛生師の資質の向上を図るため、調理師
法及び製菓衛生師法に基づく調理師及び製菓衛生師試験と
免許関係事務を実施するとともに、養成施設の監視指導を
行う。
ふぐに起因する食中毒の発生を防止するため、ふぐ取扱い
講習会を開催する。
○実施事業
・調理師試験  ・製菓衛生師試験  ・ふぐ取扱い講習会
・調理師及び製菓衛生師養成施設の監視指導

食の安全とくらし
の衛生の確保

衛生費 健康福祉
部 生活衛生諸費 生活衛生諸費 664 -2,081

生活衛生営業施設等の許可及び監視指導を行い、生活営業
施設の衛生確保を図ることにより、県民の生活衛生の維持
向上を図る。
・営業施設の許認可 ・営業施設の監視指導 ・クリーニ
ング師試験の実施等 ・レジオネラ菌に関する講習会の開催
及び検査等 ・墓地埋葬法関係負担金

食の安全とくらし
の衛生の確保

衛生費 健康福祉
部 生営法施行費 生活衛生関係営業指導費 20,415 10,313

（財）三重県生活衛生営業指導センター及び各生活衛生同
業組合に対する指導を行うとともに、生活衛生営業特別相
談員の要請や広報誌を作成し、生活衛生営業の衛生水準の
向上を図る。あわせて、同センターの実施する事業へ補助
し、衛生水準の向上を図るとともに、衛生的な県民生活を
確保する。
・（財）三重県生活衛生営業指導センター及び各生活衛
生同業組合に対する指導 ・生活衛生広報誌の発行 ・
（財）三重県生活衛生営業指導センターへの補助 ・
全国食肉生活衛生同業組合連合会通常総会三重県大会へ
の補助

食の安全とくらし
の衛生の確保

衛生費 健康福祉
部 麻薬取締費 麻薬取締費 3,406 -3,701

麻薬及び向精神薬、覚せい剤、大麻の乱用は本人の心身
に悪影響を及ぼすだけでなく、凶悪な犯罪を引き起こす等
社会に計り知れない害悪を及ぼすため、これらの薬物に係
る犯罪を取り締まる。また、医療施設における医療用麻薬
及び向精神薬の適正使用の推進と適正な管理について指導
を徹底することにより不正使用、不正流通の防止を図る。
さらに、けしの自生数が全国有数の本県において、広く県
民へ大麻・けしに対する正しい知識を普及し、県民と県が
協力して除去することで、大麻・けしの撲滅体制を整備
し、薬物乱用防止意識及び公共活動に対する参加意識の高
揚を図る。

食の安全とくらし
の衛生の確保

衛生費 健康福祉
部 薬物乱用防止対策事業費 薬物「ダメ。ゼッタイ。」みえ県民

運動推進事業費 4,549 4,549
近年急速に拡大している大麻やＭＤＭＡ等の錠剤型合成

麻薬の多様な薬物汚染に対応するため、民間団体及び関係
機関との連携を図りながら、総合的啓発活動を推進する。

食の安全とくらし
の衛生の確保

衛生費 健康福祉
部 薬物乱用防止対策事業費 薬物相談ネットワーク整備事業費 1,047 1,047

こころの健康センターの薬物相談機能を充実し、それを
中核として構築した薬物相談ネットワークを活用して、薬
物相談や再乱用防止対策などを総合的に対応する。また、
相談応需職員の研修を行う。

食の安全とくらし
の衛生の確保



款名称 部局名 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円）

事業概要（目的） 政策体系名称

衛生費 健康福祉
部 薬事審査指導費 薬事審査指導費 8,454 -17,758

医薬品、医薬部外品、化粧品、医療機器の製造販売から
市販後安全調査に至るまでの品質、有効性、安全性を確保
するため査察等を行い、県民の保健衛生上の危害を未然に
防止する。また、同目的で薬局における調剤業務の安全対
策、医薬品販売業等の適正販売等を向上させるために監視
指導を行う。

食の安全とくらし
の衛生の確保

衛生費 健康福祉
部 薬事審査指導費 無承認医薬品・指定薬物対策事業費 1,978 1,978

痩身、強壮等の効果を標ぼうする無承認無許可医薬品や
精神毒性の高い違法ドラッグ（指定薬物）を対象に、ネッ
トショップ監視、物品の買上調査及びそれらの危険性にか
かる啓発活動を行い、県民の健康被害の未然防止や正しい
知識の普及を図る。

食の安全とくらし
の衛生の確保

衛生費 健康福祉
部 医薬品等安全対策費 医薬品等安全対策費 1,095 1,095

医薬品等の品質、有効性及び安全性を確保するため、薬
事関係者等と密接な連携のもと、薬務行政の円滑な運用を
図るとともに、三重県薬草園及び「薬と健康の週間」行事
により医薬品の正しい知識の普及啓発を図る。日常生活に
おいて使用される家庭用品について、有害物質（17物質）
の試験を実施し、県民の健康被害の未然防止を図る。

食の安全とくらし
の衛生の確保

衛生費 健康福祉
部 医薬品等安全対策費 薬事経済調査費 1,924 0

・医薬品・医薬部外品及び医療機器の生産動態統計調査、
薬価調査、医薬品需給状況調査等の委託事業の実施
・薬事法に基づく医薬品等製造業許可承認事務及び国家検
定（検査）医薬品の収去等の委託事業の実施
・後発医薬品推進協議会を開催

食の安全とくらし
の衛生の確保

衛生費 健康福祉
部 医薬品等安全対策費 医薬品情報サービス事業費 2,000 2,000

県民に対し、医薬品の正しい知識の普及啓発、医薬品等
による被害の未然防止、セルフメディケーションの適正化
を図るため、医薬品等の各種情報の収集を行い、県民から
の相談等に応じ必要な情報を提供する。

食の安全とくらし
の衛生の確保

衛生費 健康福祉
部 毒物劇物指導監視費 毒物劇物指導監視費 1,014 -4,925

毒物劇物の安全管理に関する基本理念及び責務を明らか
にし、毒物劇物に起因する危害防止に努め、もって県民の
保健衛生の確保を図る。

食の安全とくらし
の衛生の確保

衛生費 健康福祉
部 医薬分業推進事業費 医薬分業推進事業費 452 452

医薬分業のメリットを生かし「かかりつけ薬局」の普及
啓発を図るとともに、薬剤師の資質向上、薬剤師不足を解
消するための未就業薬剤師の就業促進、県内出身薬科大学
生の県内就業等の促進を図り、処方せんの受け入れ体制の
整備を図る。

食の安全とくらし
の衛生の確保

衛生費 健康福祉
部 血液事業推進費 血液事業推進費 3,294 3,294 輸血の安全性向上と、すべての血液製剤の国内自給を早

期に達成するため、献血の推進を図る。
食の安全とくらし
の衛生の確保

衛生費 健康福祉
部 医薬費関係雇用対策事業費 薬務関係緊急雇用創出事業費 7,784 0

県内に自生している不正けしを撲滅するため、不正けしの
除去取組みの補助を行うとともに、薬物乱用防止対策とし
て啓発活動の補助を行うものとする。
①県内に自生する不正大麻・けしの除去補助等に関する
こと。                                            ②
薬物乱用防止の啓発活動の補助等に関すること。      ③
薬事法、毒劇物取締法、麻薬取締法、献血等、薬事関係
の業務の補助等に関すること。                      ④
その他保健所衛生指導課の業務の補助に関すること。

食の安全とくらし
の衛生の確保



款名称 部局名 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円）

事業概要（目的） 政策体系名称

衛生費 環境森林
部 特定建築物監視指導費 特定建築物維持管理指導事業費 1,102 -268

特定建築物の届出の受理及び環境衛生的維持管理に関し
て立入検査を行い監視指導を行うとともに、特定建築物衛
生管理業者の登録業務を行い、登録業者の指導・育成を図
ります。

食の安全とくらし
の衛生の確保

衛生費 健康福祉
部 結核医療費 結核医療費 72,895 19,799 結核患者の医療費の一部を負担し、結核の予防及び結核

患者に対する適正な医療の普及を図る 感染症対策の推進

衛生費 健康福祉
部 結核対策費 結核健康診断補助金 4,420 4,420

結核患者の早期発見と発生防止を図るため、学校、施設
の長が行う定期健康診断に対し感染症の予防及び感染症の
患者に対する医療に関する法律第60条に基づき補助金を交
付することにより、結核予防の促進を図る。

感染症対策の推進

衛生費 健康福祉
部 結核対策費 結核対策事業費 144,380 5,016

結核患者を減少させると共に結核の蔓延を防ぐため、感
染症法に基づき各保健所で実施される、接触者への結核対
策及び、感染症対策特別促進事業実施要綱に基づく本庁、
各保健所での結核対策を以下のとおり実施します。
①患者及び接触者への訪問並びに行政検査  ②服薬支援事
業（ＤＯＴＳ） ③高危険群(高齢者、施設等)への健康教育
④研修会等への派遣  ⑤結核菌特異蛋白血液検査（ＱＦ
Ｔ）  ⑥結核菌の分子疫学解析

感染症対策の推進

衛生費 健康福祉
部 防疫対策費 防疫対策事業費 120,600 27,117

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法
律（結核を除く）に基づき、主に以下の事業を行います。
①入院勧告等を受けた患者に対する医療費の公費負担
②第二種感染症指定医療機関への運営費補助   ③患者発生
時に実施する保健所での行政検査及び防疫業務④感染症部
会及び予防接種部会の開催  ⑤健康危機管理担当職員等の
訓練及び研修   ⑥感染症患者移送車の維持管理
⑦感染防止消耗品の備蓄

感染症対策の推進

衛生費 健康福祉
部 防疫対策費 感染症危機管理システム事業費 3,576 1,834

  近年県民に大きな不安を与えているＳＡＲＳ、ウエスト
ナイル脳炎、鳥インフルエンザなど、複雑・高度化する新
興感染症、輸入感染症、動物由来感染症等の県内でのまん
延阻止・拡大防止を図るため、感染症の探知、調査、情報
提供等の総合システム活用、推進を行う。（内容）①地域
での感染症危機管理ネットワークによる迅速な感染症の探
知 ②遺伝子検査技術等を導入した検査体制の推進 ③三
重県感染症情報ｾﾝﾀｰによる迅速な情報提供等システムの推
進

感染症対策の推進

衛生費 健康福祉
部 防疫対策費 保健所検査機能整備事業費 6,836 5,326

感染症対策の強化、「食の安全・安心」の確保に必要な
保健所検査機能の向上を図る。 事業内容 ①検査技術向
上のための研修派遣 ②検査機器の配備、保守

感染症対策の推進

衛生費 健康福祉
部 エイズ等対策費 エイズ等対策費 21,999 11,309

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法
律に基づき、エイズの蔓延防止を図るための事業を展開す
る。
性感染症又はエイズ検査の希望者に対しＣ型・Ｂ型肝炎検
査を実施し、感染症の予防の推進を図る。
国の総合肝炎対策事業に基づきＣ型・Ｂ型肝炎検査を医療
機関に委託する。

感染症対策の推進
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衛生費 健康福祉
部 結核・感染症発生動向調査事業費 結核・感染症発生動向調査事業費 21,317 9,192

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する
法律」に基づき、感染症に関する情報を迅速に収集、解析
し、県民、医療機関等へ情報提供をおこない、感染症の蔓
延を未然に防止する。

感染症対策の推進

衛生費 健康福祉
部 予防接種費 予防接種対策事業費 29,750 10,302

市町が実施する予防接種の指導にかかる経費。予防接種
センター機能を活用し、予防接種率の向上を図り疾病予防
に資するとともに、予防接種に関する知識や情報の提供、
予防接種に関する医療相談を行う。予防接種による健康被
害者の救済。

感染症対策の推進

衛生費 健康福祉
部 新型インフルエンザ対策事業費 新型インフルエンザ対策事業費 31,885 19,246

近年発生が懸念されている強毒性の新型インフルエンザの
発生に備える。①専門家会議による対策の検討  ②インフ
ルエンザ罹患患者への正しい知識の啓発        ③検査体
制の整備                                    ④感染症

感染症対策の推進

衛生費 健康福祉
部 新型インフルエンザ対策事業費 サーベイランス体制強化緊急雇用創

出事業費 34,172 0
新型インフルエンザに関する相談窓口への対応及び感染拡
大を早期探知するサーベイランス（発生動向調査）のデー
タ収集・分析を行う。

感染症対策の推進

衛生費 健康福祉
部 感染症対策技術開発費 エイズ対策に向けたパートナー検診

の推進に関する調査研究費 156 156

性感染症予防推進戦略的サーベランス研究事業による性感
染症４疾患患者把握調査結果を基に、患者の発生動向等を
分析し、県内におけるＨＩＶ患者・感染者発生リスクを検
証する。
県内において性感染症の診療を行う医療機関へ上記調査結
果を送付するとともに、調査結果の有用性、性感染症患者
に対するパートナー検診の勧奨状況、検診受診状況、今後
取り組むべき対策等についてアンケート調査を実施し、医
師にパートナー検診の重要性周知を図る。
パートナー検診やエイズ検査早期受検に取り組む先進的な
機関をベンチマーキングするとともに、次年度以降のエイ
ズ対策に向けた取組みを策定する。

感染症対策の推進

衛生費 健康福祉
部

感染症対策のための調査研究・試
験検査の推進費

セラチア・リクファシエンスの細菌
学的特性の解析費 717 417

これまでセラチア・リクファシエンスによる院内感染事例
は知られていなかったため、その病原性、消毒薬等の中で
の発育動態は解明されていない。そこで、本菌の遺伝子レ
ベルでの同定を行うとともに、点滴液、消毒液等の中での
本菌の挙動を調べ、院内感染予防のための基礎資料とす
る。

感染症対策の推進

衛生費 健康福祉
部 公衆衛生関係総務費 事務費 18,950 18,917 ・健康福祉部（本庁）の管理運営に関する経費 ・政策開

発研修経費 健康づくりの推進

衛生費 健康福祉
部 保健師活動指導費 地域保健関係職員等研修事業費 1,337 1,160

専門職種としての技能開発を計画的に遂行するととも
に、社会情勢に対応した地域保健福祉活動を推進するた
め、地域保健関係者の資質向上を図る。

健康づくりの推進

衛生費 健康福祉
部 健康づくり総合推進事業費 ヘルシーピープルみえ・２１推進事

業費 10,448 4,005

三重の健康づくり総合計画「ヘルシーピープルみえ・
２１」を推進し、県民の健康づくりを社会全体で支える環
境設備を進めます。①健康づくりの普及啓発  ②健康づく
りの協働体制の調整及び活動 ③事業者公表制度の実施 ④
公衆衛生審議会の開催                              ⑤
地域健康づくり運動の推進

健康づくりの推進
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（千円）
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事業概要（目的） 政策体系名称

衛生費 健康福祉
部 歯科保健対策費 歯科保健推進事業費 49,077 976

生涯を通じた歯科保健対策を確立し、県民の口腔衛生意
識の高揚と、８０２０運動のより具体的、先進的な事業を
支援することにより、効果的な歯科保健の推進を図る。
①８０２０運動推進協議会の開催   ②歯科保健の普及啓発
③市町歯科保健保健計画策定推進事業  ④８０２０運動推
進特別事業

健康づくりの推進

衛生費 健康福祉
部 保健栄養指導費 栄養施行事務費 1,761 -293

栄養関係行政業務及び栄養指導業務が円滑に推進される
ための会議・研修の開催及び参加。また、栄養士免許を適
正に発行するため、免許業務担当者会議を開催する。

健康づくりの推進

衛生費 健康福祉
部 保健栄養指導費 国民健康・栄養調査費 1,298 0

国民の健康増進を図るための基礎資料として、身体状
況・栄養摂取量及び生活習慣状況を明らかにするために、
身体状況調査・栄養摂取状況調査・生活習慣調査を実施す
る。

健康づくりの推進

衛生費 健康福祉
部 保健栄養指導費 健康食育推進事業費 4,040 0 県民が、効果的な食生活ができるよう食環境整備のため

の舞台づくり事業を実施する。 健康づくりの推進

衛生費 健康福祉
部 北勢健康増進センター整備事業費 北勢健康増進センター整備事業費補

助金 149,694 0
四日市市が、地域住民の健康回復と健康増進をコンセプ

トに県立塩浜病院跡地に整備した健康増進センターの施設
整備に補助する。

健康づくりの推進

衛生費 健康福祉
部 高齢者健康診査事業費 健康増進事業費 70,526 35,584

市町が４０歳以上の一般住民を対象にする保健事業にか
かる経費の一部を補助することにより、住民の老後におけ
る健康の保持推進を図る。

健康づくりの推進

衛生費 健康福祉
部 こころの健康センター費 管理運営費 4,980 4,980

健康保険福祉の専門的・技術的中枢機関として、こころ
の健康センターを位置づけ、精神保健および精神障害者の
福祉に関する知識の普及、調査、相談及び指導を行い、精
神福祉の向上を図る。また、保健所及び関係機関への技術
支援をはじめ、教育研修、公的啓発、調査研究、精神保健
福祉相談を行う。

健康づくりの推進

衛生費 健康福祉
部 こころの健康センター費 指導事業費 997 665

精神保健福祉の専門的・技術的中枢機関として、県民の
こころの健康保持・向上や精神障がい者及び近年社会の情
勢を反映した適応障害の予防を図る。また、保健所及び関
係機関への技術支援、教育研修、協力組織の育成等こころ
の健康づくりを増進する。

健康づくりの推進

衛生費 健康福祉
部 こころの健康センター費 ひきこもる若者の自立支援事業費 1,668 1,112

引きこもりを含む思春期のこころの問題は、社会問題化
しており、サポート体制の構築が求められている。当事者
やその家族が孤立せず、相談体制の整備など、社会復帰を
行うための適切な支援が受けられる体制を構築する。ま
た、個別事例を通じて、関係機関と連携し、重層的な支援
体制を整備する。

健康づくりの推進

衛生費 健康福祉
部 地域自殺対策緊急強化基金事業費 地域自殺対策緊急強化事業費 52,038 261 「三重県自殺対策行動計画」に基づき、自殺予防対策事

業を実施する。 健康づくりの推進



款名称 部局名 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円）

事業概要（目的） 政策体系名称

衛生費 健康福祉
部

県民の健康づくりのための調査研
究推進費

地域健康課題の現状分析と対応戦略
研究事業費 73 73

三重県では「ヘルシーピープルみえ・２１」の計画期間
を2年間延長し、メタボリックシンドローム、糖尿病等の
重点的な取組に関する項目を追加して、目標達成に向けた
活動が開始されている。
しかしながら、現時点では、新たに追加された指標である
「メタボリックシンドローム該当者（予備軍）」、「糖尿
病有病者（予備軍）」等の現状把握方法、あるいは、地域
の健康改善の取組の有効性評価方法に定まったものがな
く、これらの方法を検討し確立することが喫緊の課題と
なっていることから、本事業においては、追加指標項目等
の現状把握（推計）方法、地域の健康改善取組みの有効性
評価方法の検討を行う。

健康づくりの推進

衛生費 健康福祉
部 保健所経常費 保健所運営費 81,753 81,468 健康福祉部（保健所）の管理運営に関する経費 健康づくりの推進

衛生費 健康福祉
部

小児心療センターあすなろ学園諸
費 小児心療センターあすなろ学園諸費 297,434 297,434 小児心療センターあすなろ学園事業特別会計への一般会計

からの繰出金及び障がい児施設のあり方検討にかかる費用 子育て環境の整備

衛生費 健康福祉
部 母子保健対策費 先天性代謝異常等検査費 30,315 6,945

フェニールケトン尿症等の先天性代謝異常及び先天性甲
状腺機能低下症は心身障がいの発生の原因となり、放置す
ると知的障がい等の症状をきたす。そこで、新生児に対す
る血液によるマス・スクリーニング検査を行い、異常を早
期に発見・治療することにより、障がいを予防する。

子育て環境の整備

衛生費 健康福祉
部 母子保健対策費 新生児ドクターカー運営費 4,451 0

医師が同乗しながら、搬送が可能な高性能救急車「新生
児ドクターカー（すくすく号）」の運営管理を総合周産期
医療センターである三重中央医療センターへ委託する。

子育て環境の整備

衛生費 健康福祉
部 母子保健対策費 周産期医療システム構築事業費 38,030 7,830

地域において、妊娠、出産から乳幼児にいたる、高度で
専門的な医療を効果的に提供する総合的な周産期医療体制
の整備を図り、安心してこどもを生み、育てることのでき
る環境づくりを推進する。

子育て環境の整備

衛生費 健康福祉
部 母子保健対策費 不妊相談・治療支援事業費 348,635 178,050

不妊に関する悩み等に対応するため、「不妊専門相談セ
ンター」において不妊に関する相談や、不妊治療に関する
情報提供を行う。また、特定不妊治療を受けた夫婦に対し
て治療費の一部を助成するとともに、特定不妊治療費助成
に取り組む市町を支援する。

子育て環境の整備

衛生費 健康福祉
部 母子保健対策費 出産前後からの親子支援事業費 2,271 300

健やかな妊娠・出産等をサポートするための地域の先駆
的な取組を支援することにより、地域の実情に応じた「出
産前後からの親子支援の環境づくり」を推進し、妊娠、出
産の安全・安心の確保を図る。

子育て環境の整備

衛生費 健康福祉
部 母子保健対策費 妊婦健康診査臨時特例交付金 445,038 0

妊婦の健康管理の充実及び経済的負担の軽減を図るため、
国から交付された妊婦健康審査臨時特例交付金により造成
した基金を活用し、市町が妊婦健康診査の回数を拡充する
際に必要な経費への支援等を実施することで、安心して妊
娠・出産ができる体制を確保します。

子育て環境の整備



款名称 部局名 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円）

事業概要（目的） 政策体系名称

衛生費 健康福祉
部 母子保健対策費 安心こども基金妊娠出産前支援事業

費 5,092 0

県が造成した「安心こども基金」を活用し、安心・安全
な出産に向けた妊婦等の支援事業、児童養護施設等の生活
向上のための環境改善及び職員の資質向上のための研修事
業を行う市町に対し、経費の一部を県が補助することによ
り、妊産婦及び子育て等の支援の充実を図ることを目的と
する。

子育て環境の整備

衛生費 健康福祉
部 母子保健対策費 地域周産期医療再生計画事業費 11,990 0

三重県の周産期医療体制の一層の強化を図るため、県内
の周産期母子医療センター機能の強化と役割分担を進める
ことにより、県内すべての地域において、安心してこども
を生み、育てることのできる環境づくりを推進する。

子育て環境の整備

衛生費 健康福祉
部 母子保健対策費 周産期医療等施設・設備整備事業費 118,972 486

南勢志摩保健医療圏における、周産期母子医療センター
である山田赤十字病院の新築移転整備事業に対し、小児・
周産期医療にかかる経費を補助することにより、南勢志摩
保健医療圏における良質な小児・周産期医療の提供を確保
することで安全に安心してこどもを生み育てることができ
る環境づくりを推進する。

子育て環境の整備

衛生費 健康福祉
部 母子保健対策費 妊婦健康診査臨時特例交付金積立金 3,764 0 妊婦健康診査支援基金の運用利子の積立てを行う。 子育て環境の整備

衛生費 健康福祉
部 児童援護費 身体障がい児等援護費 53,005 27,363

身体に障がいのある児童に対し、日常生活能力を得るた
めに必要な医療（育成医療）や入院の必要な結核罹患児童
に対し、療養にあわせて学習の援助をする療育の給付を行
い、もって児童の健全な育成を図る。

子育て環境の整備

衛生費 健康福祉
部 児童援護費 小児慢性特定疾患治療研究事業補助

金 452,706 227,113

小児慢性疾患特定疾患は、治療が困難でかつ長期にわた
るため、医療費の負担も高額になり、児童の健全な育成を
阻害することになる。そのため治療研究を促進し、医療を
確立・普及し、患者家族の負担を軽減する。

子育て環境の整備

衛生費 健康福祉
部 未熟児等援護費 未熟児等援護費 82,772 34,036

病院又は診療所において、入院養育の必要な未熟児に適
切な医療給付を行い、児童の健全な育成を図る。また、妊
娠中毒症に罹患している妊産婦に対し早期に適正な療養を
受けることを容易にすることにより、症状の重症化や妊産
婦の死亡等を防ぎ、併せて未熟児及び心身障がいの発生防
止を図ることを目的とする。

子育て環境の整備

衛生費 健康福祉
部

聴覚障がい児早期発見療育推進事
業費

聴覚障がい児早期発見療育推進事業
費 1,998 1,798

児童相談センターの言語聴覚士を中心に適切な療育体制を
整備することにより、その健全な発達を支援するととも
に、保護者の子育てに対する不安感を解消する。

子育て環境の整備

衛生費 健康福祉
部 保健所関係母子対策費 健やか親子支援事業費 3,307 3,287

「健やか親子２１」の課題である①妊娠出産の安全性と快
適さの確保や不妊への支援、②子どものこころと身体の健
やかな発達の支援、③安心できる小児保健医療体制の整
備、④思春期の保健対策の強化と健康教育の推進、などの
諸問題について協議し、県民運動として取り組む。その一
環として、乳幼児発達相談、思春期対策、虐待予防対策、
母子保健体制の整備等を実施する。

子育て環境の整備



款名称 部局名 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円）

事業概要（目的） 政策体系名称

衛生費 健康福祉
部 情報統計費 衛生統計費 15,127 0

１ 厚生労働統計調査（保健関係）に要する経費 １）人
口動態調査 ２）医療施設動態調査、病院報告 ３）衛生
行政報告例、地域保健・健康増進事業報告等 ４）国民
生活基礎調査 ５）２１世紀成年者縦断調査 ６）中高年
者縦断調査 ７）介護サービス施設・事業所調査 ８）社
会保障・人口問題基本調査 ２ 衛生統計年報作成に要す
る経費 ３ 厚生労働統計調査（保健関係）に要する市町
交付金

医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 情報統計費 保健衛生情報システム整備費 1,023 1,023

保健衛生行政の効果的な推進を図る行政情報システムを整
備することにより、行政事務を省力化、迅速化し、また、
地域における県民の健康、福祉の向上を情報面から支援し
ていこうとするものである。

医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 原子爆弾被爆者対策費 原子爆弾被爆者健康診断事業費 7,618 0

広島市及び長崎市に投下された原子爆弾の被爆者が、今
なおおかれている健康上の特別な状態に艦み、被爆者とそ
の二世に対し健康診断を行うことにより、その健康の保持
及び向上を図る。

医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 原子爆弾被爆者対策費 原爆被爆者各種手当支給事業費 243,438 0

広島市及び長崎市に投下された原子爆弾の被爆者であっ
て、原子爆弾の障害の影響を受け、今なお特別の状態にあ
る者に対し、医療特別手当の支給等の措置を講ずることに
より、その福祉を図る。
①各種手当交付金 ②葬祭料

医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 原子爆弾被爆者対策費 原爆被爆者介護補助事業費 23,438 8,372

広島市及び長崎市に投下された原子爆弾の被爆者であっ
て原子爆弾の障がい作用の影響を受け、今なお特別の状態
にあるものが、介護保健等を利用したサービスに係る費用
等の助成を行う。
①介護手当ての交付金  ②被爆者相談事業    ③原爆被災
者の会関係補助金

医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 ハンセン病対策費 ハンセン病対策費 6,807 0

・ハンセン病療養所に入所している三重県出身者に対し、
入所生活の安定を図るための訪問や、里帰り事業を実施
する。 ・
三重県在宅の元患者等に対して相談事業を実施する。 ・
県民に対し、ハンセン病について正しく理解し、差別・
偏見の解消を図るための施策を実施する。 ・
入所者が安心して療養に専念できるよう、一部の元患者
家族について、生活援護を行う。

医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 がん対策推進費 総合的がん対策推進事業費 225,531 42,151

がん診療連携拠点病院を中心に診療・緩和ケアネット
ワークを構築し、院内がん登録機能の向上や人材育成、県
民等への情報提供を充実するとともに、がん診療連携拠点
病院と連携を行い、がん診療の足がかりとなる検診におい
て質の向上や啓発活動を行う。

医療体制の整備



款名称 部局名 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円）

事業概要（目的） 政策体系名称

衛生費 健康福祉
部 難病対策費 難病在宅支援事業費 7,947 4,275

難病は、原因不明・予後不良等、地域での支援対策が不
可欠であるため、難病相談、訪問診察等在宅支援体制を整
備するとともに、難病医療連絡協議会を設置し、難病医療
専門員を配置し、入院施設確保などを行う。また、難病医
療専門員を配置し、入院施設確保などを行う。また、難病
在宅ケアネットワーク構築のため、拠点・協力病院、難病
関係機関等で難病在宅ケアネットワーク会議を開催する。
さらに、難病患者の在宅医療環境を整備するためにホーム
ヘルプサービス事業、短期入所事業、日常生活用具給付事
業や意思伝達装置使用サポート事業を実施し、患者及びそ
の家族のＱＯＬ向上と介護者の負担軽減を図る。

医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 難病対策費 特定疾患等治療研究事業費 2,100,976 1,043,751

○ 特定疾患は、治療が困難なうえ長期療養や高額な医療
費を必要とするため、患者の負担軽減を図るとともに、
スモン患者のはり等の治療研究を行う。また、先天性血
液凝固因子障害患者の特別な立場を考慮し、医療費の自
己負担分を軽減し、精神的・身体的不安を解消する。
○ B型ウィルス性肝炎及びC型ウィルス性肝炎等に対する
インターフェロン治療及び核酸アナログ製剤治療にかか
る医療費助成を行い、肝炎患者の治療へのアクセスを改
善する。

医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 難病対策費 難病相談・支援センター事業費 15,209 4,767

在宅難病患者等の治療上・日常生活の悩みや不安を解消
するため、難病相談・支援センターを拠点として、在宅難
病患者の相談・支援、地域活動の促進及び就労支援などを
行う。

医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 臓器移植対策費 臓器移植対策費 10,789 50

視力障害・腎不全で悩む人たちが、一人でも多く移植手
術が受けられる体制を整備するため、事務を行う（財）三
重県角膜・腎臓バンク協会に対して補助を行い、事業の円
滑な推進を図るとともに、移植コーディネーター設置に対
する助成を行う。また、県民に対して移植に関する普及啓
事業を実施する。

医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 医療審議会費 医療審議会費 1,769 1,769

知事の諮問に応じ、県における医療提供体制の確保に関
する重要事項を調査審議する。
平成２０年４月改定の「三重県保健医療計画（第四次改
定）」に基づき計画の具体的な推進を図る。

医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 地域医療対策費 医療法等施行事務費 15,767 12,978

県民に必要な医療を確保することを目的として、医療施設
の適正な配置、人員構成、構造設備等の指導監督及び保健
医療関係身分法１１法等に関する指導監督を行うため、次
の事業を行います。
１ 医療施設立入検査
２ 医療従事者の資格試験
３ 許認可事務
４ 医療従事者の再教育講習の実施
５ 衛生検査精度管理指導
６ その他関係事務

医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 地域医療対策費 衛生普及推進事業費 8,885 0

郡市医師会が行う公衆衛生活動の経費を助成することに
より、地域の公衆衛生の普及向上を図る。
県歯科医師会及び支部歯科医師会が行う歯科衛生の普及啓
発事業等の経費を助成することにより、地域の公衆衛生の
普及向上を図る

医療体制の整備



款名称 部局名 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円）

事業概要（目的） 政策体系名称

衛生費 健康福祉
部 地域医療対策費 障がい者（児）歯科診療事業費 13,090 0 身体的特性のため、受診が困難な障がい者（児）の歯科

診療について、受診機会の確保・充実を図る。 医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 地域医療対策費 公的病院等特殊診療部門運営費補助

金 9,030 4,515
公的病院の特殊診療部門（在宅医療）の運営に要する経費
について補助することにより、地域住民の医療の確保、充
実を図る。

医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 地域医療対策費 医療安全支援事業費 4,646 4,641

県民から信頼され、安全で安心な医療を実現するため、い
い料に対する相談窓口を充実させ、インフォームド・コン
セントを促進し、患者と医療者のよりよい信頼関係を構築
するとともに、医療安全支援センターにおいて、今後の医
療安全対策の方策を検討する。

医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 地域医療対策費 自治医科大学事業費 129,529 128,782

県内のへき地医療に従事する医師の養成を目的とする自治
医科大学の経費を負担し、入学試験を実施することによ
り、へき地に勤務する医師の充足を図る。また、卒業医師
に研修の機会を与え、医療技術の研鑽に努める。

医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 地域医療対策費 地域医療対策事業費 14,675 3,948

１ へき地医療支援機構を設置し、へき地医療の確保及び
充実を目指す。  ２ へき地医療拠点病院が実施する無医
地区への巡回診療、へき地診療所への代診医派遣等の医療
活動を補助する。３ へき地医療の確保を図るため、へき
地診療所の運営事業に補助する。
４ 各臨床研修病院で実施されている臨床研修の中の「地
域・保健医療実習」の充実を目指す。５ へき地の医療機
関での学生実習、を行い、へき地勤務を忌避する意識をな
くす。６ へき地研修会を開催し、へき地で勤務する医療
関係者の資質向上をはかる。

医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 地域医療対策費 医師確保対策事業費 516,774 71,257

・医師修学資金貸与制度を積極的に活用するとともに、医
師定着支援・地域医療医育成支援システムについて実行を
はかり、へき地等をはじめ、県内医療機関に勤務する医師
の確保に努め、すべての県民が安心して医療機関を受診で
きるよう医療提供体制の整備を図る。  ・出産・育児等で
現場を離れている女性医師等の復職を支援するため、緊急
雇用創出事業臨時特例基金を活用し、「子育て医師復帰支
援事業」をＭＭＣ卒後臨床研修センターに委託して実施す
る。

医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 地域医療対策費 医療機関機能分化推進事業費 30,955 4,577

医師・看護師等医療従事者や医療施設等の今ある医療資源
を有効に活用し、各地域における医療従事者・医療機関の
機能分担を推進する。

医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 地域医療対策費 障がい者（児）歯科診療ネットワー

クモデル事業費 1,014 0
障がい者（児）が身近な地域で歯科検診を受けられるよ

う、歯科診察ネットワークの構築に向けた取り組みを実施
する。

医療体制の整備



款名称 部局名 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円）

事業概要（目的） 政策体系名称

衛生費 健康福祉
部 地域医療対策費 医療施設等施設・設備整備費補助金 508,893 1,180 医療施設等の施設整備に係る費用を補助することにより医

療提供体制の確保を図ることを目的とする。 医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 地域医療対策費 人工腎臓装置不足地域設備整備事業

補助金 4,480 0
人工腎臓不足地域に人工腎臓装置を整備し、透析患者に対
する治療の充実を図り、もって透析医療の地域格差の解消
を図る。

医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 救急医療対策費 救命救急センター運営事業補助金 202,760 59,659

初期救急医療機関、二次救急医療機関及び救急患者の搬送
機関との円滑な連携のもと、三次救急医療機関として、重
篤な救急患者の医療を確保する。
対象施設 県内２か所 山田赤十字病院、三重大学医学部
附属病院

医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 救急医療対策費 救急医療機関活動補助金 9,000 0

救急隊により搬送される傷病者に関する医療を担当す
る。医療機関に対して助成を行い、救急医療を確保する。
救急告示医療機関のうち、民間の医療機関に対し、医療
従事者の待機等に要する経費について、県医師会に交付
する

医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 救急医療対策費 救急・へき地医療施設設備整備費補

助金 700,256 15,735 救急およびへき地医療等を確保することを目的として、医
療施設・設備の整備に対する補助を行う。 医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 救急医療対策費 救急救命士病院実習受入促進事業費 1,369 685

救急救命士に対する気管挿管等の病院実習を実施する医
療機関に対し、実習に要する経費を補助することにより病
院前救護体制の整備を図る。

医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 救急医療対策費 救急医療対策協議会等推進事業費 761 761 地域の特性や実状に則した救急医療の施策を推進するた

め、総合的な地域救急医療体制の計画的整備を図る。 医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 救急医療対策費 救急医療体制再整備・医療情報提供

充実事業費 300,344 155,011

地域における救急医療体制の維持・構築を図るため、市
町や関係機関と協働しながら、初期、二次および三次救急
医療体制の整備・充実を図る。
①病院前救護体制整備事業  ②二次救急医療体制充実整備
事業                      ③小児救急医療体制充実整備
事業   ④ドクターヘリ導入推進事業
⑤救急医療体制再整備・医療情報提供充実事業

医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 看護職員確保対策費 ナースセンター事業費 18,679 1,115

○離職した看護職員の再就業のための情報提供及び就業斡
旋、看護の普及啓発を実施、県内の看護職員確保を図る。
○全都道府県に設置されている各ナースセンターを通じ、
県内外からの求職登録を受け付け、県外へも求人情報を提
供する。また、ハローワークとも連携し看護職員の就業斡
旋を行う。
○看護週間（５月）に「みえ看護のつどい」、夏休み（８
月）に「１日看護体験」を実施し、学生に看護への理解を
深めてもらうとともに、将来の進路として看護職を目指す
きっかけとなるよう普及・啓発に努める。

医療体制の整備



款名称 部局名 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円）

事業概要（目的） 政策体系名称

衛生費 健康福祉
部 看護職員確保対策費 病院内保育所運営事業補助金 60,368 31,856

看護職員の離職防止及び潜在看護職員の再就業促進を目
的とする。病院内保育所に対し、その運営費を補助する。
２４時間保育、病児等保育、児童保育を実施する保育所に
ついては、加算しての補助を行う。

医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 看護職員確保対策費 看護職員修学資金貸付事業費 68,090 17,400

県内における看護職員の充実を図るために、看護職員を
養成する学校・養成所に在学する学生を対象に修学資金を
貸与して、新卒看護職員の県内定着促進を図る。

医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 看護職員確保対策費 看護職員確保・離職防止充実事業費 41,754 9,485

県内医療機関における看護職員不足が問題となっているこ
とから、看護職員の県内就業率を向上させるとともに、す
でに就業している看護職員の離職防止、潜在看護職員の復
帰支援に取り組むことにより、県内看護職員の確保を図る
ことを目的とする。
●事業概要 ①新設病院内保育所への初年度補助 ②看護
学生卒業生支援事業 ③看護師等養成所実習施設確保推進
事業 ④三重県看護職員研修体制構築事業 ⑤潜在看護職
復帰支援事業 ⑥第７次看護職員需給見通し

医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 歯科技工士確保対策・資質向上費 歯科技工士確保対策・資質向上事業

費 6,040 0

歯科技工士の離職防止・再就業支援を行うとともに、安
全で安心な歯科技工物を供給するための資質向上に向けた
取組みを行うことにより、県内歯科技工所への歯科技工士
の定着促進及び県内歯科技工士の資質向上をはかる。

医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 歯科技工士確保対策・資質向上費 歯科技工士人材バンクふるさと雇用

再生事業費 2,847 0 ふるさと雇用再生特別基金を活用し、歯科技工士の人材
を確保するため、離職防止や再就業支援を実施する。 医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 公衆衛生学院費 公衆衛生学院事業費 39,348 26,858 適正な歯科医療を確保するため、歯科衛生士の養成を行

う。 医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 看護職員養成支援事業費 看護職員試験免許関係事業費 2,706 -877

１ 准看護師試験の実施及び免許の交付を行う。２ 看護
師等医療関係免許の進達及び交付事務を行う。 ３ 保健
師助産師看護師法に基づく看護師等養成所の指導等を行
う。

医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 看護職員養成支援事業費 看護師等養成所運営費補助金 222,896 87,896

看護師等養成所の運営に必要な経費の一部を補助するこ
とにより、看護師等養成所における教育内容の向上を図る
ことを目的とする。平成２１年度補助対象養成所は、民間
立看護師等養成所１１校。

医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 看護職員養成支援事業費 看護師等養成所臨床実習充実事業補

助金 3,444 0

看護基礎教育において重要な役割を持つ臨床実習を効果
的に実施するため、産科、小児科以外の民間実習病院が配
置する臨床実習指導者の人件費の一部を助成する。
実習指導者講習会等を受講し、十分な指導力を身に付け
た、専任実習指導者の配置をこの補助金により促進し、看
護師等養成所の養成力向上を図る。

医療体制の整備



款名称 部局名 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円）

事業概要（目的） 政策体系名称

衛生費 健康福祉
部 看護職員養成支援事業費 保健師助産師看護師実習指導者講習

会事業費 3,754 1,576
県内看護師等養成所の実習施設における学生指導担当者

に対して必要な知識と技術を習得させ、教育内容を充実さ
せるため講習会を実施する。

医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 看護職員資質向上支援事業費 中堅看護職員実務研修事業費 1,094 490

地域の看護ニーズに対応するため、医療圏単位で看護職員
の研修を開催し、看護職員間の地域連携を図ると共に看護
の専門性を高めることを目的とする。

医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 公立大学法人関係事業費 公立大学法人関係事業費 706,354 706,354

公立大学法人三重県立看護大学が、その運営を確実に実
施するために必要な経費を運営費交付金として交付する。
法人の業務の実績に関する評価を行うため、附属機関とし
て設置した、「三重県公立大学法人評価委員会」の運営を
行います

医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 骨髄バンク事業費 骨髄バンク事業費 1,047 1,047 （１）骨髄バンクに関する正しい知識の普及啓発  （２）

骨髄バンクへのドナー（骨髄提供希望者）の登録推進 医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 病院事業会計支出金 病院事業会計負担金 4,075,399 4,075,399 三重県病院事業会計にかかる負担金 医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 病院事業会計支出金 病院事業会計補助金 740,145 740,145 三重県病院事業会計にかかる補助金 医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 病院事業会計支出金 病院事業会計貸付金 2,700,000 0 三重県病院事業会計にかかる貸付金 医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 県立病院改革推進事業費 県立病院改革推進事業費 5,870 5,870 「県立病院改革に関する基本方針」に基づき、今後も県民

に良質な医療を継続して提供できるよう改革を進めます。 医療体制の整備

衛生費 健康福祉
部 精神障がい者地域生活支援事業費 精神障害者保健福祉手帳交付事業費 908 908

精神障がい者福祉の充実に向け、精神障がい者に手帳を
発行することにより各種の福祉サービスが受けられる枠組
をつくる。また、各方面の協力を得て各種の支援策を講じ
やすくし、精神障がい者の社会復帰を促進し、その自立と
社会参加の促進を図る。

障がい者保健福祉
の推進

衛生費 健康福祉
部 精神障がい者地域生活支援事業費 精神障がい者保健福祉相談指導事業

費 22,847 3,646

地域における精神保健福祉業務の中心的な行政機関であ
る保健所において、在宅の精神障がい者及びその家族等に
対して、社会復帰の促進や自立と社会参加の促進のための
相談・訪問指導・家族教室・デイケア等を行う。また、住
民に対して、精神保健の向上及び精神障がい者への理解を
深めるための普及啓発活動を行う。

障がい者保健福祉
の推進



款名称 部局名 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円）

事業概要（目的） 政策体系名称

衛生費 健康福祉
部 精神障がい者社会復帰推進事業費 通院患者リハビリテーション事業費 9,658 9,658 精神障がい者を一定期間事業所に通わせ、社会適応訓練を

行うことにより、社会復帰を促進する。
障がい者保健福祉
の推進

衛生費 健康福祉
部 精神障がい者社会復帰推進事業費 精神障害者社会復帰施設運営事業費

補助金 304,307 148,431
社会福祉法人等が運営する精神障害者社会復帰施設等の

運営経費を負担し、精神障がい者の社会復帰の促進を図
る。

障がい者保健福祉
の推進

衛生費 健康福祉
部 精神保健医療対策事業費 精神通院医療事業費 2,530,191 1,285,873

精神障がい者に自立支援医療を支給することにより通院
を促し、再発防止を図り、県民の精神的健康の保持及び増
進を図る。また、審査判定会において公費負担内容の確認
等を行い、適正な事業実施に努める。

障がい者保健福祉
の推進

衛生費 健康福祉
部 精神保健医療対策事業費 精神保健措置事業費 74,763 33,240

自身を傷つけ又は他人に害を及ぼすおそれのある精神障
がい者に対して、精神保健指定医による診察を行い、適正
な医療及び保護を行う。
入院患者の人権に配慮した、適正な医療及び保護を確保す
るために、精神医療審査会を開催し審査を行う。

障がい者保健福祉
の推進

衛生費 健康福祉
部 精神保健医療対策事業費 精神科救急医療システム運用事業費 66,755 33,378

精神科病院による輪番群により休日夜間における緊急な医
療を必要とする精神障がい者等のための精神科救急医療体
制を確保する。また、精神科救急情報センターを整備し、
２４時間精神科医療相談を行うことにより疾患の重篤化の
軽減や適切な医療との連携を図る。

障がい者保健福祉
の推進

衛生費 環境森林
部 資源循環システム構築事業費 使用済自動車等の適正処理推進事業

費 17,539 7,013
自動車リサイクルの適正な推進を図るため、関連業者の

許可・登録事務や適正指導の実施及び自動車所有者等への
啓発を行います。

廃棄物対策の推進

衛生費 環境森林
部 廃棄物適正処理推進事業費 一般廃棄物処理施設適正管理推進事

業費 2,479 2,177

○一般廃棄物処理施設の円滑な整備及び適正な維持管理を
図るための、廃棄物処理実態の把握を目的とした一般廃棄
物処理実態調査を実施するとともに、循環型社会形成推進
交付金事業の推進のための環境省との連絡調整業務及び市
町清掃協議会等との一般廃棄物に関する諸問題の検討協議
を実施します。
○一般廃棄物処理施設（ＲＤＦ施設を含む）の適正な管理
や施設の維持管理について、技術指導を行います。
○大規模災害時における廃棄物処理を円滑に行うため、仮
置場の選定など、市町における災害廃棄物処理計画の策定
について技術支援を行います。

廃棄物対策の推進

衛生費 環境森林
部 廃棄物適正処理推進事業費 産業廃棄物適正処理推進事業費 265,410 -89,750

産業廃棄物処理業及び施設設置に係る許可申請等の厳正
な審査、その他法令及び要綱の厳格な運用により産業廃棄
物の適正処理の推進を図り、また、その処理実態を把握・
分析し、発生抑制、リサイクル及び適正処理推進のための
施策を進めます

廃棄物対策の推進

衛生費 環境森林
部 廃棄物適正処理推進事業費 放置自動車撤去促進事業費 625 625

三重県生活環境の保全に関する条例に基づき、県有地等
に放置された自動車を迅速に撤去することにより県内の環
境美化の促進を図り、県民の生活環境を確保します。

廃棄物対策の推進



款名称 部局名 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円）

事業概要（目的） 政策体系名称

衛生費 環境森林
部 廃棄物適正処理推進事業費 ＰＣＢ廃棄物処理基金支出金 29,000 0

ＰＣＢ廃棄物の処理には多額の費用が必要なことから、
処理費用負担能力の小さい中小企業に助成するため、
（独）環境再生保全機構に設置されたＰＣＢ廃棄物処理基
金に国とともに拠出します。同基金から中小企業の行う処
理費用の一部を補助することで、中小企業の負担を軽減
し、ＰＣＢ廃棄物の早期処理を図ります。

廃棄物対策の推進

衛生費 環境森林
部 廃棄物適正処理推進事業費 ＰＣＢ廃棄物適正管理推進事業費 48,763 967

東海４県７市で構成する東海地区広域協議会において、
豊田市でのＰＣＢ廃棄物の無害化事業の推進に必要な事項
について、協議・調整します。また、県内ＰＣＢ廃棄物を
保管する事業者及びＰＣＢ含有電気機器を使用している事
業者等の適正保管・処理を促進するための調査・指導を行
います。
三重県グリーンニューディール基金を活用し、微量のＰＣ
Ｂが混入している可能性のある使用の終えた電気機器等に
はもとより、使用中の電気機器等についてもＰＣＢ濃度の
測定に対してその分析費用の１／２の補助を行い、微量Ｐ
ＣＢ混入廃電気機器等の更なる把握を行います。

廃棄物対策の推進

衛生費 環境森林
部 産業廃棄物監視指導事業費 産業廃棄物監視指導事業費 38,086 34,005 産業廃棄物が適正に処理されるよう排出事業者、処理業

者に対する監視指導を行い、不適正な処理を防止します。 廃棄物対策の推進

衛生費 環境森林
部 環境修復事業費 環境修復事業費 250,644 124,010 産業廃棄物の不法投棄等について、行政代執行により生

活環境保全上の支障等を除去します。 廃棄物対策の推進

衛生費 環境森林
部 認定リサイクル製品普及等事業費 認定リサイクル製品普及等事業費 8,252 637

リサイクル製品の認定制度を的確に運営し、不正行為の
再発防止と品質及び安全性の確保を図ります。また、認定
制度の信頼回復と利用促進を図るため、認定リサイクル製
品の品質及び安全性等について広く情報提供を行います。

廃棄物対策の推進

衛生費 環境森林
部 産業廃棄物適正管理推進事業費 産業廃棄物適正管理推進事業費 7,342 146

産業廃棄物を年間５００トン以上排出する事業者等によ
る、産業廃棄物の発生抑制、リサイクル、適正処理に関す
る管理計画の作成と自主情報公開を促進します。
また、排出事業者に対する廃棄物減量化、リサイクル促
進、ガバナンス構築等に関する技術情報提供、支援を行い
ます。

廃棄物対策の推進

衛生費 環境森林
部 最終処分場周辺環境整備事業費 最終処分場周辺環境整備事業費 20,000 0

廃棄物処理センター等の廃棄物処理施設の周辺環境整備
を支援します。（１）産業廃棄物最終処分場の周辺地域の
環境改善に寄 与する事業を行います。（２）市町
が行う最終処分場の周辺環境整備事業に対して１／２を補
助します。

廃棄物対策の推進

衛生費 環境森林
部 不法投棄等の是正推進事業費 不法投棄等の是正推進事業費 156,723 97,723

○安全性確認調査で有害物質が検出された事案について、
地下水等の継続調査を行います。○廃棄物撤去に係る市町
支援を行います。

廃棄物対策の推進



款名称 部局名 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円）

事業概要（目的） 政策体系名称

衛生費 環境森林
部 「ごみゼロ社会」実現推進事業費 「ごみゼロ社会」実現推進事業費 29,276 0

ごみゼロ社会の実現に向けて、プランの啓発、情報発信
などを行い、各主体のごみ減量化等への取組を促進しま
す。
また、プランの具体的な施策を効果的なものとするため、
先駆的、実験的なモデル事業やモデル事業の実施に伴うご
み減量化の効果・分析調査を実施し、その成功事例を積み
重ねて、県全域での展開を図ります。

廃棄物対策の推進

衛生費 環境森林
部 不法投棄等未然防止強化事業費 不法投棄等未然防止強化事業費 2,682 2,682

産業廃棄物監視・指導支援システム及び監視カメラの活
用により、不法投棄等の早期発見、早期是正に取り組みま
す。

廃棄物対策の推進

衛生費 環境森林
部 最終処分場確保事業費 最終処分場確保事業費 669,875 875

廃棄物処理センター事業として進めている、健全な産業
活動の維持と災害時における廃棄物の受け皿を目的とした
管理型最終処分場の整備に対し、事業主体である財団法人
三重県環境保全事業団に必要な支援を行います。

廃棄物対策の推進

衛生費 環境森林
部 不法投棄等対策推進事業費 不法投棄等対策推進事業費 2,229 2,229 産業廃棄物の行政代執行事案等において、的確かつ迅速

に対応するための体制を構築します。 廃棄物対策の推進

衛生費 環境森林
部 資源循環技術開発費 産業廃棄物不法投棄現場の環境修復

に関する研究費 452 452
桑名事案において、新しい分野である微生物を利用した

バイオレメディエーション技術を用いて、ＶＯＣ汚染浄化
及びＢＯＤ低減を目標とした調査研究を行います。

廃棄物対策の推進

衛生費 環境森林
部

ダイオキシン類等化学物質対策推
進事業費 ダイオキシン類等環境調査事業費 27,720 27,720

ダイオキシン類による県内の汚染状況や経年変化を把握す
るとともに、法令に基づく規制工場等への立入調査を実施
し、安全安心な生活環境を確保します。事業所からの化学
物質の排出・移動量を把握し、事業者による化学物質の適
正な管理を進めることにより、化学物質による環境保全上
の支障が生じることを未然に防ぎます。

大気環境の保全

衛生費 環境森林
部 大気環境保全対策費 工場・事業場大気規制費 13,532 13,532

法令に基づく規制対象工場への立入検査、光化学スモッグ
に係る健康被害の未然防止、有害大気汚染物質調査等を実
施し、安全・安心な生活環境を確保します。

大気環境の保全

衛生費 環境森林
部 騒音、振動、悪臭等対策費 騒音、振動、悪臭等対策費 12,076 12,076

工場・事業場に対する立入検査、自動車交通騒音及び航空
機騒音の常時監視を実施し、安全・安心な生活環境を確保
します。

大気環境の保全

衛生費 環境森林
部 観測調査費 大気テレメータ維持管理費 165,449 102,449 大気テレメータシステムにより、環境及び発生源の常時監

視を行い、安全・安心な生活環境を確保します。 大気環境の保全

衛生費 環境森林
部 地球温暖化対策推進事業費 地球温暖化対策推進事業費 271,197 7,876

三重県地球温暖化対策推進計画に基づき、三重県庁地球
温暖化対策率先実行計画の進行管理、市町の地球温暖化対
策計画の策定を支援するとともに、三重県グリーンニュー
ディール基金の活用、普及啓発やフロン回収・破壊法の施
行等により県内の温室効果ガス排出削減を進めます。

大気環境の保全



款名称 部局名 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円）

事業概要（目的） 政策体系名称

衛生費 環境森林
部 自動車環境対策費 自動車ＮＯｘ等対策推進事業費 50,142 47,992

自動車窒素酸化物等総量削減計画の目標進行及び天然ガス
自動車の導入やNox・PM両方除去装置の導入を支援します
。

大気環境の保全

衛生費 環境森林
部 アスベスト飛散対策事業費 アスベスト飛散対策事業費 14,747 1,747

アスベストによる健康被害の発生を未然に防止するため、
建物の解体現場等の監視や大気環境中のアスベストの調査
を行います。また、石綿健康被害者を救済するため、石綿
健康被害救済基金に対して一定の費用を拠出します。

大気環境の保全

衛生費 環境森林
部

温暖化防止に向けた事業活動促進
事業費

温暖化防止に向けた事業活動促進事
業費 17,750 17,740

法令による省エネの規制等がなく、省エネの取組みが進
んでいない中小事業者を対象に省エネ診断を実施し、事業
者の具体的な温室効果ガス削減対策の促進を図ります。
企業連携による新しい取組みを支援することにより、産
業・運輸・民生部門におけるCO2排出量削減の更なる促進
を図ります。
また、県内のCO2排出量の削減を促進する「カーボン・ オ
フセット」等の新しい仕組みについて調査を実施します。

大気環境の保全

衛生費 環境森林
部 エコライフ普及啓発推進事業費 エコライフ普及啓発推進事業費 9,092 9,092

京都議定書による温室効果ガス削減目標達成のため、特
に増加傾向が著しい家庭（民生、運輸部門の一部）からの
排出を抑制するため、地球温暖化防止活動推進センター、
地球温暖化防止活動推進員が行う効果的な普及啓発活動に
対して支援します

大気環境の保全

衛生費 環境森林
部 大気環境保全技術開発費 化学物質環境実態調査費 4,001 0

既存化学物質による環境汚染の未然防止を図るため、伊
勢湾等の水質、底質、生物、大気の汚染の把握を行い ま
す。
①初期環境調査 ②詳細環境調査 ③暴露量調査
④モニタリング調査

大気環境の保全

衛生費 環境森林
部 大気環境保全技術開発費 大気環境保全経常試験研究費 216 216

県民の安全で安心な生活を守るため、大気環境保全に必
要な分析法の開発、基礎的調査研究に取り組み、危機管理
能力及び検査技術力の維持向上を図ります。
内容：
１．ＶＯＣ測定に関して検査体制を確立することにより
、県内の各事業者における排出基準遵守状況の確認
等、地域機関が行う事業者指導のためのデータ提供
だけでなく、問題発生時等における対応が可能とな
ります。 ２．
行政検査を通じて県内の工場・事業場におけるＶＯ
Ｃ排出実態を把握することにより、一般環境大気汚
染への影響評価に関しての基礎資料とします。

大気環境の保全

衛生費 環境森林
部 大気環境保全技術開発費 環境大気中微小粒子状物質（ＰＭ

２．５）の実態調査研究費 213 213

ＰＭ２．５の環境基準が平成２１年９月に告示され、環
境基準を評価するための標準測定法が示され、１日の平均
濃度で評価することとされました。これまで、発生源の推
定を目的とし、２週間間隔で調査を実施してきたが、これ
によって得られるＰＭ２．５濃度平均値は標準法の測定値
と単純に比較できないことが知られています。
そこで、簡易採取法と標準採取法により並行採取を行うこ
とにより、簡易法により、標準法と比較可能なＰＭ２．５
濃度の推定手法を得ることを目的とし、県内のＰＭ２．５
濃度の実態を把握、汚染の要因や変遷を解析し、大気環境
の保全の推進に寄与します。

大気環境の保全



款名称 部局名 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円）

事業概要（目的） 政策体系名称

衛生費 環境森林
部 土壌汚染対策費 土壌汚染対策推進事業費 1,091 611

土壌汚染対策法に基づき、有害物質使用特定施設廃止時
の土壌調査及び調査猶予時における施設等の確認のため立
入検査を実施し、事業者の指導を行います。また、「三重
県生活環境の保全に関する条例」により、土壌・地下水汚
染の届出のあった事案について、立入検査を実施し、汚染
の拡散防止措置等について指導を行うとともに、届出事案
の中で、人の健康被害の恐れのある事案について、土壌汚
染対策法で定められた調査命令の要否の判断をするための
予備調査を行います。
また、県外からの汚染土壌の搬入の把握や汚染土壌処理業
の許可及び汚染土壌処理施設の認定を行います。

水循環の保全

衛生費 環境森林
部 水環境保全対策費 河川等公共用水域水質監視費 70,007 35,197

公共用水域及び地下水の常時監視、伊勢湾に流入する汚
濁負荷量の削減を図るための総量規制、及び工場・事業場
からの汚濁負荷量の実態把握のための発生負荷調査を実施
します。
環境基本法第１６条に基づき、水生生物の保全にかかる環
境基準の類型に必要な調査を実施します。

水循環の保全

衛生費 環境森林
部 水環境保全対策費 伊勢湾行動計画推進事業費 108,167 2,712

国と三県一市等で組織する「伊勢湾再生推進会議」にお
いて策定した「伊勢湾再生行動計画」を着実に進めるた
め、大学の研究機関など多様な主体との連携による調査・
研究を行うとともに、県内で伊勢湾再生に向けた取組が広
がるよう、普及啓発に取り組みます。
また、海洋生物、海岸の景観や漁業等へ影響を与える海岸
漂流・漂着ごみについて、その対策の推進を図ります。

水循環の保全

衛生費 環境森林
部 水質規制費 工場・事業場排水規制費 1,518 1,518

規制対象事業場の排水監視及び処理施設の維持管理指導
を実施し、公共用水域の水質汚濁を防止します。また、ゴ
ルフ場における農薬の適正な利用、環境保全及び災害防止
を図るため、関係機関と連携し、適正な維持管理を指導し
ます。

水循環の保全

衛生費 環境森林
部 地盤沈下対策費 地盤沈下対策費 12,613 9,956

「濃尾平野地盤沈下防止等対策要綱」に基づき、規制、
対策事業等各種施策の円滑な推進を図るため、関係機関と
連携し、地盤沈下、地下水位の状況の監視・調査を行い、
地盤沈下の防止に努めます。また、工業用水法、県条例に
基づく井戸の立入検査を行います。

水循環の保全

衛生費 環境森林
部 生活排水対策費 生活排水総合対策指導事業費 67,972 642

生活排水対策の総合的な推進のため、「三重県生活排水
処理施設整備計画（生活排水処理アクションプログラ
ム）」に基づき、関係部局と連携を図り進行管理を行うと
ともに、市町への事業相談を実施します。
あわせて、生活排水処理施設に対する補助事業の推進、浄
化槽の適正な維持管理や管理体制の整備、業界関係者の育
成・指導監督により公共用水域の水質保全を図ります。
また、浄化槽の適正な維持管理を図るため、浄化槽台帳の
整備及び現地調査を行います。

水循環の保全

衛生費 環境森林
部 生活排水対策費 浄化槽設置促進事業補助金 83,943 83,943

下水道の終末処理施設と同等の処理能力を有する浄化槽
について、設置者に補助を行う市町及び浄化槽を設置し維
持管理を行う市町に対し助成を行い、生活排水処理施設の
整備率の向上、水環境の保全を図ります。

水循環の保全



款名称 部局名 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円）

事業概要（目的） 政策体系名称

衛生費 環境森林
部 生活排水対策費 伊勢湾海域浄化槽整備重点促進事業

費 383,090 383,090

閉鎖性海域である伊勢湾流域において、生活系の発生源
対策として、短期間に設置でき、効果の発現の早い浄化槽
を重点的に整備することにより、伊勢湾への汚濁負荷の早
期削減を図ります。
また、今後の浄化槽整備を推進するにあたり、より効率
的・効果的な整備手法の調査検討を行います。

水循環の保全

衛生費 環境森林
部 環境試験研究管理費 環境危機管理科学的対策費 213 213

課題に対応する高度な科学的根拠により複雑化した環境
危機管理施策に対応するため、分析技術力の維持、向上を
図るとともに、国の環境行政の動向等を把握することで、
科学的裏付けに基づいた的確な情報を提供し、暮らしを取
り巻く環境への不安払拭に寄与します。各種技術研修等へ
の参加、技術力の確保と技術情報の収集を行います。土壌
汚染対策に係る行政判断に資するため、有害物質に係る既
存データ整理及び今後得られる知見等の収集により、デー
タベースと活用できる仕組みの構築方向を提案します。

水循環の保全

衛生費 環境森林
部 水環境保全技術開発費 水環境保全経常試験研究費 659 659

土壌汚染対策に係る行政判断に資するため、有害物質に
係る既存データについて活用できる仕組みを構築します。
また、有害化学物質の濃度が高い土壌において、その原因
が自然由来と人為由来が混在する場合、それぞれの割合を
推定する方法を開発します。

水循環の保全

衛生費 環境森林
部 自然環境重要地域保全事業費 自然環境保全対策事業費 1,577 1,577

すぐれた自然環境を有する地域を保全するため、自然環
境保全地域の新たな指定や適正管理を進めます。
また、里地里山保全活動計画に基づく活動を支援します。

自然環境の保全・
再生と活用

衛生費 環境森林
部 自然公園利用促進事業費 自然公園利用促進事業費 24,123 0

県民が自然公園とのふれあいを促進するため、自然公園
施設の適正な管理を行います。また、自然公園内での一定
の行為を規制し、自然保護に努めます。

自然環境の保全・
再生と活用

衛生費 環境森林
部

県単自然公園等利用施設整備事業
費 県単自然公園等利用施設整備事業費 1,771 1,771

国の直轄事業に含まれない地域において公園整備を行う
とともに、既存施設の補修や小規模な公園整備を行いま
す。

自然環境の保全・
再生と活用

衛生費 環境森林
部 温泉法施行費 温泉法施行費 2,430 170

温泉法に基づき、温泉の掘削、増掘、動力装置による汲
み上げ、公共の利用に関する許可等の事務を適正に実施す
るとともに、源泉等への立ち入り調査を行い、温泉の保護
と利用の適正化を図ります。

自然環境の保全・
再生と活用

衛生費 環境森林
部 自然文化に親しむ施設整備事業費 自然文化に親しむ施設整備事業費 17,300 515 国定公園内の施設整備及長距離自然歩道の補修・改良等

を行い、利用者の安全な使用を促進します。
自然環境の保全・
再生と活用

衛生費 環境森林
部 大杉谷登山歩道災害復旧事業費 大杉谷登山歩道災害復旧事業費 31,720 720

優れた自然の風景地を県民の資産として継承するため、
登山歩道の災害復旧を実施し、適正な保護、管理を行うと
ともに、その利用を促進します。

自然環境の保全・
再生と活用



款名称 部局名 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円）

事業概要（目的） 政策体系名称

衛生費 環境森林
部

県単自然公園等施設災害復旧事業
費 県単自然公園等施設災害復旧事業費 5,000 1,000

平成２１年１０月７日～８日に通過した台風１８号の影
響により、自然公園等施設に被害が発生しました。このた
め、利用者の快適、安全な利用に資するよう被害施設の復
旧を行います。

自然環境の保全・
再生と活用

衛生費 環境森林
部 野生生物共存確保事業費 猟政費 22,461 13,051

野生鳥獣の保護を図るため、鳥獣保護員を配置するとと
もに、狩猟の取り締まりや指導、狩猟免許の更新時講習な
どを行います。

自然環境の保全・
再生と活用

衛生費 環境森林
部 野生生物共存確保事業費 生物多様性確保事業費 14,330 14,330

生物の多様性を確保するため、保護啓発ポスターコン
クール、鳥獣保護区等の設定、特定鳥獣対策、有害鳥獣捕
獲促進等を推進します。

自然環境の保全・
再生と活用

衛生費 環境森林
部 希少生物保全事業費 希少生物保全事業費 1,778 1,778

県民と自然環境情報を共有することにより、県民の自発
的な自然環境保全行動を促進し、人と自然が共生できる地
域環境づくりを進めます。

自然環境の保全・
再生と活用

衛生費 環境森林
部

生物多様性保全推進総合対策事業
費 生物多様性保全推進総合対策事業費 12,777 4,719

生物多様性基本法が制定され、県レベルにおいても具体
的な行動指針を示した「生物多様性地域戦略」を作成する
ことになっています。また、生物多様性基本法が制定され
たのを契機に、平成２２年１０月には愛知県で「生物多様
性条約第１０回締約国会議（ＣＯＰ１０）が開催され、本
件としても公式エクスカーションや関連イベントへの参加
を予定しています。 このため、希少な動植物の宝庫であ
る三重県民の森「自然学習展示館」を生物多様性の情報発
信の主要な基地として位置づけ改修するとともに、生物多
様性地域戦略の作成等を行います。

自然環境の保全・
再生と活用

衛生費 環境森林
部 環境保全総務費 環境保全総務費 57,329 54,114 ①環境森林部の運営、企画調整費 ②環境審議会、自然

環境保全審議会にかかる経費
環境経営・環境行
動の促進

衛生費 環境森林
部 環境保全総務費 環境保全基金積立金 257,400 250,694

環境保全基金への積立を行います。 ①法人県民税超過課税
分の10％の積立 ②基金運用益（利子収入）の積立  ③産業
廃棄物税（徴税経費を除く）の積立

環境経営・環境行
動の促進

衛生費 環境森林
部 環境影響・公害審査事業費 環境影響・公害審査事業費 920 909

大規模開発事業に際しての事業者の環境配慮を確保する
ため、法及び県条例に基づく環境影響評価制度を運用しま
す。また、工場・事業場の新・増設に伴う公害の未然防止
を図るため、公害事前審査を実施するとともに、公害紛争
処理制度（調停等）により、公害紛争の解決を図ります。

環境経営・環境行
動の促進

衛生費 環境森林
部 環境行動促進事業費 環境行動促進事業費 568 568

地域における優れた環境保全取組を表彰する制度を運営
するとともに、環境NPOとの情報交換を進め、環境保全活動
を促進します。

環境経営・環境行
動の促進



款名称 部局名 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
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衛生費 環境森林
部 国際環境協力推進費 河南省環境保全支援事業費 6,659 4,687

本県の友好提携先である中国河南省の自治体職員を対象
とし、公害防止技術や規制手法等の環境保全技術の研修を
実施し、環境技術の移転を進めます。

環境経営・環境行
動の促進

衛生費 環境森林
部 環境経営推進事業費 環境経営大賞運営事業費 5,647 5,647

学会や経済界との協働により、全国の事業所を対象とし
て、環境経営の優れた取組みを顕彰する制度「日本環境経
営大賞」を運営します。

環境経営・環境行
動の促進

衛生費 環境森林
部 環境経営推進事業費 小規模事業所向けＥＭＳ導入事業費 9,372 121

県内事業者の環境負荷削減活動を促進することを目的と
し、費用負担の少ない三重県版小規模事業所向け環境マネ
ジメントシステム（M－EMS:ミームス）を普及します。

環境経営・環境行
動の促進

衛生費 環境森林
部 環境経営推進事業費 協働・連携で進める環境経営推進事

業費 820 820
企業、行政等が協働・連携し、優れた先進事例の紹介

や、環境マネジメントシステムの効果的活用などによりグ
リーン購入などの環境経営取組を促進します。

環境経営・環境行
動の促進

衛生費 環境森林
部 環境学習情報センター運営費 環境学習情報センター運営費 47,131 43,829

環境学習及び情報受発信の拠点として、社会見学や研
修、地域交流の場としての利用や環境講座・体験教室の開
催、環境学習指導者の養成、環境に関する情報提供などの
事業を進める環境学習情報センターの運営・管理を行いま
す。

環境経営・環境行
動の促進

衛生費 環境森林
部 環境総合情報システム運営費 環境総合情報システム運営費 9,935 9,925

環境のホームページ「三重の環境と森林」のバージョン
アップや日々の更新等を図り、インターネットによる環境
情報の積極的な提供を行います。また、本庁・地域機関に
おける環境行政の支援を行う行政事務システム運営を行い
ます。

環境経営・環境行
動の促進

衛生費 環境森林
部 水道指導監督費 水道事業等指導事業費 3,104 2,528

水道事業体が実施する国庫補助事業に係る指導監督を行
います。また、水道事業の水質管理強化推進、許可等に係
る指導監督を行います。

水資源の確保と効
率的な総合利用

衛生費 環境森林
部 水道事業会計支出金 水道事業会計支出金 2,362,483 2,035,483

公営企業の経営の健全化を促進し、その経営基盤を強化
するため、水道水源開発及び広域化対策に対し、水道事業
会計に繰り出しを行います。

水資源の確保と効
率的な総合利用

衛生費 健康福祉
部 衛生試験研究管理費 衛生試験研究管理費 137,595 137,507

・保健環境研究所の施設維持管理及び一般的な管理運営
（公衆衛生関係）に要する経費
・分析機器の精度維持を図るため、点検及び修理を行
う。・公衆衛生関係の科学的技術的中核施設機関としての
役割を果たす。

科学技術交流の推
進

衛生費 環境森林
部 環境試験研究管理費 環境試験研究管理費 39,082 39,082

保健環境研究所の一般的な管理運営（環境関係）を行う
とともに、分析機器の精度維持を図るため、点検及び修理
を行います。
環境関係の科学的技術的中核施設機関としての役割を果た
します。

科学技術交流の推
進

衛生費 健康福祉
部 給与費 人件費 3,280,630 2,970,219 健康福祉部衛生関係職員人件費 人件費
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衛生費 環境森林
部 環境保全関係給与費 人件費 1,687,436 1,687,436 環境森林部及び農林水産商工環境事務所の環境保全関係

職員にかかる人件費 人件費

衛生費 環境森林
部 環境保全総務費 交際費 400 400 部長交際費 その他


